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広 瀬 義 朗
本稿の目的は，87年税制改革後の所得階層・世代別租税負担構造の変化を解明すること
である。本稿の分析結果によれば，所得課税後のジニ係数の低下や所得税の平準化係数の
上昇により経済的不平等は是正され，所得税による所得再分配機能は強化されたと考えら
れる。次に，全世帯の所得階層別に所得税負担率を計算したところ，全体として負担率の
低下がみられた。また，87年白書（1987年税制改革白書）の予測値と筆者の実測値を比較
検討した。その結果，所得税減税は87年白書ほどの減税額にならなかったものの，減税は
広く行き渡っており，各個人は所得税減税の影響を受けたと言える。とりわけ87年白書で
は，低─中所得者層の減税を謳い，一方で高所得者に対する増税を意図していたために，
前者の目標はある程度達成できたと考えられる。
他方，後者に当たる所得の高い層では，所得税負担割合の増加から一部増税となったの
である。
は じ め に
本稿の目的は，1987年税制改革（1987年にウィルソン財務相によって議会に提出された税
制改革法案のうち，所得税改革法は1988年に成立・実施され，GST 導入法は1990年に成立
し，1991年から実施に移された。本稿では，これらを包括して87年税制改革と略す）後の所
得階層・世代別租税負担構造の変化を解明することである。理由は，次のとおりである。カ
ナダ財務省発行の1987年税制改革白書（以下，87年白書と略す）には87年税制改革について
の狙いはあるが，改革後の租税負担の変化，とりわけ所得階層・世代別の構造変化について
は，述べられていないからである。そこで本稿では，白書で述べられなかった87年税制改革
後の所得階層・世代別租税負担の構造変化を明らかにする。
ところで，なぜカナダにおいて87年税制改革が行われたのかを1980年代の時代背景に照ら
して考えていこう。1980年代には，英米で税制改革論議が盛んに交わされ，実際先進諸国で
はフリー・フェア・グローバル（自由・公平・世界規模）の名の下に税制改革が行われた。
アメリカの86年税制改革は，カナダに多大な影響を与えた。というのも，カナダやアメリ
カはかつて大英帝国の植民地であったというアングロ・サクソン系の国であり，歴史的にも
様々な共通点があり，さらに似たような気象条件や風土をもち，その上共通の言語を有す
る。そのため，例えば重い租税負担を忌み嫌うのであれば，国境を接するカナダにおいて個
人及び法人は，容易に負担の軽い隣国へ移動してしまうことができる。重税感は，租税回避
の手段として人や企業に国境の壁を越えさせるのである。
アメリカの86年税制改革の衝撃が覚めやらぬ中，隣国カナダでは翌年に所得税制改革が行
われた。カナダの87年所得税改革は，マルルーニ進歩保守党政権下で行われた税制改革の第
一段階として位置づけられる。
しかし，カナダでは既に1960年代にカーター委員会報告が勧告されており，カナダの87年
税制改革はアメリカの86年税制改革の追随という訳ではない。包括的所得税理論に立脚した
カーター委員会報告は，学術的に高い評価を受けており，87年税制改革は，先の税制改革と
異なりカーター委員会報告の包括的所得税の理念に近づこうとするものであった。
．1987年所得税改革白書（87年白書）の概要
ここで，87年税制改革案の概要について述べよう。87年税制改革は，カーター委員会報告
によって提唱された包括的所得税を踏襲するものであった。その改革案は，次の大目標を
達成するよう設計されており，それらは①公平（Fairness），②競争力（Competitiveness），
③簡素（Simplicity），④整合性（Consistency），⑤信頼性（Reliability），であった1)。
ところで，なぜ抜本的な税制改革が必要なのかを考えてみよう。「税制改革の必要性─所
得税」と題し，87年白書では次のような問題点を挙げている。例えば，1970年代から1980年
代初頭にかけて個人所得税制及び法人所得税制に多くの租税優遇措置（special tax prefer-
ences）を組み込んだために所得課税の特性が失われている点（課税ベースが侵食されてき
ている点）や，租税優遇措置の拡大が，税収を減らす上に同じ所得にある納税者間の不公平
さに拍車をかけている点，さらに，高所得者層において税を納めない人が増大している点等
である。高所得者層の納税について例を挙げると，10万ドルを超える所得の非課税申告者数
（non-taxable returns filed by individuals）は，1975年の305人から1980年の1,665人へ，さら
に1994年の1,830人へと推移したが，1984年に10万ドル以上の所得をもつ人の％は，まっ
たく納税せず，また同じ所得層の23％は，平均税率15％以下で納税している点を指摘してい
る2)。つまり，個人所得税制及び法人所得税制双方において，租税優遇措置は税収減につな
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1) Department of Finance Canada (1987a), p. 3.
がり，税制自体をより不公平にする，と批判している3)。
また，87年白書には次のようなくだりがある。「それら�つそれぞれの批判的な点─税制
の公平性，租税構造に対する経済効率の影響，収入をベースにした税収増と税収の安定性か
ら判断すると，カナダの所得税制は，カナダ人が間違いなく期待することに対して応えてい
ないのである。要するに，カナダ人が求めているのは，特別な租税誘因の不公平な寄せ集め
で負担は軽減されているが，高い税率が適用されている所得税ではなく，全く異なるアプロ
ーチをもつ税制である。すなわち，低い税率で広くかつ公平な課税ベースをもつ税制であ
る」と結んでいる4)。
上に示した不公平な税制をなくし，公平で簡素な所得税制の構築が求められるとして，87
年税制改革は順次実行されていく。以下では，改革に伴った変更点を各項目別に詳しくみて
いくことにしよう。
第�に，課税最低限と課税所得を検討する。87年白書の提案の中で，まず課税最低限につ
いてみていこう。課税最低限は，単身者の場合，65歳未満では改革前の4,940ドルから改革
後6,220ドルに，65歳以上では改革前の�万785ドルから改革後�万1,430ドルに引き上げられ
る。既婚者（家族）の場合，65歳未満では改革前の�万6,770ドルから改革後�万8,470ドル
に，65歳以上では�万6,945ドルから�万9,010ドルに引き上げられる5)。カナダの場合，課
税単位は個人である。ここで個人の総所得（total income）の計算方法を説明しよう。
総所得には，勤労所得，他の勤労所得，老齢保障年金所得（Old Age Security Pensions：
OAS），カナダ年金計画給付（Canada Pension Plan Benefits：CPP）又はケベック年金計画
給付（Quebec Pension Plan Benefits：QPP），CPP 又は QPP 給付に含まれる障害給付，そ
の他の年金又は退職年金，失業保険給付，利子所得，別居（離婚）手当又は生活維持
（maintenance）所得，その他の所得が含まれる。
87年白書によれば，租税優遇措置の弊害によって�-�万5,000ドルや�万5,000-10万ドル
の所得層で�％，10-15万ドル及び15万ドル以上の高所得層において納税者の�％は所得税
をまったく納めておらず，高額納税者の無税問題は議論の余地を残したままであった。な
お，課税所得の計算方法は以下のとおりである。年金調整額，給与所得者向けの登録年金計
画保険料（Registered Pension Plan Contributions：RPP），個人事業主向けの退職年金計画
保険料（Registered Retirement Savings Plan Contributions：RRSP），毎年度組合費・専門
職組合費等，児童ケア費用，追徴金（carrying charges）を加えた額が調整前純所得であ
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2) Ibid., pp. 7-8.
3) Ibid., p. 10.
4) Ibid., p. 10.
5) Ibid., p. 42.
る。また，これから社会給付支払を控除した額が純所得となり，さらにその他の支払控除
（労働保障支払，社会扶助支払，純連邦追加（費用/給付）），北部地域住宅控除，追加控除を
差し引いた額が課税所得となる。
課税所得には，次のように超過累進税率が適用される。最初の�万7,500ドルに対しては，
17％の税率，次の�万7,500ドルには26％，それ以上の金額には29％がそれぞれ課される。
第�に，所得控除から税額控除への転換である。87年白書では，所得控除から税額控除へ
の転換が提案されており，基礎的な人的税額控除の拡大は，主に低所得者（課税所得�万ド
ル未満）の租税負担を減らすことに役立つというのが，転換の主な理由である。
第�に，税率及び課税所得の変更である。課税所得と限界税率は，次のように変更され
る6)。所得税率は，当時の10段階から17，26，29％の�段階へと変更される。また，87年白
書は次のように述べる。所得控除から税額控除の転換と合わせて「現在 6-16％の限界税率
を適用されるおよそ85万人の低額納税者は，連邦所得税を納税せずに済むであろう｣7)と。
さて，87年税制改革後の課税最低限を下回った人は，どの程度なのであろうか。以下で
は，Revenue Canadaを使い，それを算出してみよう。本稿では，個人所得税の負担を免れ
る対象は，課税申告額�万ドルまでの65歳以上とした。その結果，対象となる高齢者は，
155万7,280人であった。但し前年度の同じ対象者は149万4,190人おり，税制改革により所得
税を納めずに済んだのは，�万3,000人余りであった。
また連邦所得税の限界税率に着目すると，1965-66年度にブラケットは17段階であったが，
87年税制改革までに次第に減らし，87年税制改革では上で述べたように�段階にまで極端に
ブラケットを削減した。また，Doak（1990）は，過去25年間で所得税の累進性は弱められ，
最高─最低限界税率の差は1965年度に69％あったものが，1989年度には12％にまで狭めら
れ，同時に所得税限界税率全体の平均は1965年度の42％から1989年度に24％に低下したこと
を指摘している8)。
87年白書では，先述した個人所得税制を批判した上で次のような提案も行っている。例え
ば，キャピタル・ゲインの課税強化にみられる課税ベースの拡大である。当時のキャピタ
ル・ゲイン課税割合の1/2を3/4にして課税ベースに算入させる案が出されており，これが実
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6) 改革前の課税所得と限界税率は，以下のとおりであった（1,318ドル以下：�％，1,319-2,638ド
ル：16％，2, 639-5, 278ドル：17％，5, 279-7, 917ドル：18％，7, 918-�万 3,196ドル：19％，�万
3,197-�万8,475ドル：20％，�万8,476-�万3,754ドル：23％，�万3,755-�万6,951ドル：25％，�
万6,952-�万3,346ドル：30％，�万3,347ドル以上：34％）。改革後は，�万7,500ドル以下には
17％，�万7,500-�万5,000ドルには26％，�万5,000ドル以上には29％の税率がそれぞれ適用され
る（Ibid., p. 26；大川（1997），122ページ）。
7) Department of Finance Canada (1987a), p. 28.
8) Doak (1990), p. 1229.
現されればベンソンの71年税制改革に続く課税ベース拡大の前進である。1960年代に出され
たカーター委員会報告はキャピタル・ゲインの全額課税を提唱しており，ベンソンのそれに
比べ今回の改革案は，よりカーター委員会報告の理念に一歩近づいたものと言える。実際，
1988年より課税割合は50％が66％と2/3に，1990年からは75％に引上げられた。
87年白書の狙いどおりに，87年税制改革も個人所得税減税と合わせて法人所得税の法定税
率を引下げ，同時に租税優遇措置の廃止・縮小で課税ベースを広げることを目指した。また
87年白書では，個人及び家計への影響と題し，個人所得税改革は，次の大目標を達成す
る，という。すなわち第に，改革は，約890万世帯に対して租税負担を減らす。第に，
改革は，85万人いる低所得者層の連邦所得税を軽減する。第に，改革は，同じ経済状態に
ある個人間にある税の取扱いの差異を減らすことにあり，改革は年かけて110億ドルの個
人所得税負担を引下げるであろう，と述べている。
マルルーニ進歩保守党政権は，ウィルソン財務相を中心に税収中立の下，所得税減税，課
税ベースの拡大による法人税の増税，さらに連邦売上税の税率引上げ等によって税収中立を
掲げ，税制改革を実施していく。なお本稿では，これらの税制改革の中で個人所得税の租税
負担の側面にのみ焦点を当てて論じる。
．改革後の所得階層別所得税負担構造分析──所得再分配効果の検証
87年税制改革後の社会保障移転の効果については，概観する程度にとどめ，では87年税
制改革後の所得税負担を中心に単身者及び全世帯に分けて分析する。ここでは単年度に分け
て87年税制改革前後のジニ係数の動向や平準化係数に着目する。
まずは，1980年度から1996年度の単身者及び全世帯のジニ係数を移転前課税前所得（当初
所得），移転後課税前所得（市場所得），移転後課税後所得に分けてみてみよう。移転前課税
前所得には，勤労所得，投資所得（利子・配当，キャピタル・ゲイン），退職年金が含まれ
る。1983年度まで移転前課税前所得のジニ係数が上昇したが，その後は次第に低下する。一
方の87年税制改革以後は，いったんジニ係数が上昇し，その後低下したものの，1989年度か
らは再び上昇傾向を示す。これは，主に勤労所得及び資産所得の増大によるものである9)。
1980年代には，国際化社会の到来による産業構造の変化及び非正規雇用の増加などによる
労働形態の変化がみられ，企業の経営戦略や雇用形態等の再編を迫られた時期であると考え
られる10)。そのような中で87年税制改革が行われたが，まず所得分配の動向から確認しよ
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9) Statistics Canada (1998), p. 13.
10) パートタイム労働者は，1975年度には15歳以上の全労働者人口のほぼ11％に過ぎなかったが，
う。上の�つの所得を用いて平準化係数を算出してみよう。表 2-1及び表 2-2 は，1980年度
から1996年度にかけての単身者及び全世帯の平準化係数の推移を表している。
まず，社会保障移転による再分配の効果を考えていこう。本稿では，1987-92年度の社会
保障移転の動向に着目する。単身者の場合，1987年度の26.1％から一貫して上昇し，1992年
度には29.4％に達している。これは，単身者の社会保障移転による再分配効果が高まってい
ることを表している。
全世帯の場合，1987年度の16.7％から1988年度16.8％に上昇するものの，1989年度には
16.3％といったん低下する。1990年度以降は上昇し，1992年度には19.8％まで上昇した。
次に，所得税による再分配効果を考察する。所得税の平準化係数 (移転後課税前所得ジ
ニ係数−移転後課税後所得ジニ係数)/移転前課税前所得ジニ係数 ×100は，所得税の再分
配効果を測る指標として用いられる。広瀬（2009）では，所得税の平準化係数の分母を移転
後課税前所得のジニ係数で計算した。本稿では，Kesselman and Cheung（2003）に従って
移転前課税前所得のジニ係数で計算する。
87年白書は，税制改革の及ぶ範囲を1992年度まで取って考えているので，1987年度から
1992年度までの�年間の所得税の平準化係数をみてみよう。単身者の場合，1987年度の
9.0％から1988年度は8.8％へと低下するが，その後は1989年度9.1％，1990年度9.9％，1991
年度9.3％，1992年度9.2％と1987年度より高い値を示している。つまり税制改革による所得
税の再分配効果は，高まっている。概して単身者は，一般世帯よりも低所得者層である。こ
の低所得者層において，高齢者や若年労働者の比重が高い。これらの人が，87年所得税改革
による再分配の恩恵を受けたものと考えられる。
全世帯の場合，1987年度7.1％から1990年度7.9％まで係数が上昇し，1992年度にはやや下
がって7.7％になっているが，それでも1987年度より高い値である。つまり，税制改革によ
る所得税の再分配効果は高まっている。
単身者と全世帯ともに，所得税の再分配効果は高まっているが，特に1990年度にその効果
が一番強く表れている。
ところで，所得税の平準化係数は，社会保障移転の平準化係数と比べてかなり低い数値に
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1992年度には17％程度を占めるようになった。また，1975年度から1992年度にかけてパートタイム
労働者数は，フルタイム労働者数が830万人から1,020万人へと20％の上昇であったのに対して，98
万人から200万人へと100％以上上昇した。増加の理由は，1990年度から1992年度にかけての不況に
あり，フルタイム労働者は45万8,000人減少したのに対し，パートタイム労働者は12万7,000人増加
した。さらに，近年のパートタイム労働の増加の原因は，一部には雇い主がこの雇用形態を好むた
めであり，パートタイム労働は雇い主側に雇用の柔軟性と低い便益コストを提供するからでもある
（Ibid., p. 189）。
なっているが，これには訳がある。州所得税額控除，児童税額給付（Child Tax Benefit：
CTB），GST（Goods and Services Tax）税額控除の�つは個人所得税制を通して提供され
るものの，それらは所得税を相殺するものとしてよりも社会保障移転の方に分類されている
からである。
従って，カナダの各年度の平準化係数の内訳は，統計の額面どおりに受け止めることがで
きず，社会保障移転の割合はもっと低く，所得税の割合はもっと高くなるはずである。
ここで社会保障移転に分類される�つのうち，児童税額給付（CTB）及び GST 税額控除
の金額と社会保障移転の中での両者の割合はどの程度なのかを検討してみよう。
Kesselman（1997）によると，逆進性緩和のために主に低・中所得者に還付される GST 税
額控除額は1992-93年度で25億ドルである11)，と言う。また同年度の児童税額給付（CTB）
は，31.8億ドルである。両者合わせての金額は，56.8億ドルである。
The National Finances（1994）によると，1992-93年度の連邦政府の社会サーヴィス（所
得保障，失業保険プログラム，社会扶助（Canada Assistance Plan：CAP），年金（Canada
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11) Kesselman (1997), p. 312.
表 2-1 単身者の平準化係数（社会保障移転と所得税）の推移と
その内訳（1980-96年度）
（単位：％，カッコ内は割合)
年度
平準化係数（社会保
障移転＋所得税）
社会保障移転 所得税
1980 28.8（100.0) 21.5（74.7) 7.3（25.3)
1981 30.1（100.0) 22.4（74.5) 7.7（25.5)
1982 31.6（100.0) 23.6（74.7) 8.0（25.3)
1983 33.4（100.0) 25.5（76.4) 7.9（23.6)
1984 33.9（100.0) 25.9（76.3) 8.0（23.7)
1985 33.9（100.0) 25.7（75.7) 8.3（24.3)
1986 34.4（100.0) 26.2（76.2) 8.2（23.8)
1987 35.2（100.0) 26.1（74.3) 9.0（25.7)
1988 35.7（100.0) 26.9（75.3) 8.8（24.7)
1989 36.0（100.0) 26.9（74.7) 9.1（25.3)
1990 37.3（100.0) 27.4（73.5) 9.9（26.5)
1991 38.6（100.0) 29.3（75.8) 9.3（24.2)
1992 38.6（100.0) 29.4（76.3) 9.2（23.7)
1993 40.1（100.0) 30.6（76.4) 9.5（23.6)
1994 41.3（100.0) 31.7（76.6) 9.7（23.4)
1995 39.2（100.0) 29.5（75.3) 9.7（24.7)
1996 39.9（100.0) 30.0（75.2) 9.9（24.8)
（出所） Statistics Canada（1998），pp.116-117より作成。
Pension Plan：CPP），その他の金額は，671.82億ドルである。所得保障は老齢所得保障
（Old Age Security：OAS），補足所得保障（Guaranteed Income Supplement：GIS），配偶
者手当（Spouseʼs Allowance：SPA）に分けられ，金額はそれぞれ158.3億ドル，43.76億ド
ル，4.16億ドルである。失業保険プログラムは，180.7億ドル，CAP は74.1億ドル，CPP
は160.8億ドルである。
児童税額給付（CTB）と GST 税額控除を合わせた，社会保障移転に占めるその割合は，
11.1％になる。従って，上で述べたようにカナダの平準化係数の中で，社会保障移転に占め
る内訳（割合）は高く出てしまいがちである。社会保障移転と所得税の内訳（割合）を比較
する際に注意が必要なのは，先で述べたとおりである。
所得課税は，個人所得税が中心と考えられ，その他社会保障税（payroll tax）等が含まれ
る。但しカナダの社会保障税12)は近年上昇傾向にあるが，先進国の中では極めて低い水準に
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12) 1993年度の社会保障税の内訳は，失業保険（雇用保険）税44.4％，カナダ／ケベック年金制度税
28.0％，労働者補償税13.3％，州医療・高等教育税14.3％である。州医療・高等教育税制度は，ケ
ベック，マニトバ，オンタリオ，ニューファンドランドの州にみられる（Lin，Garnett and
Beach (1996a), p. 8, p. 14）。なお失業保険は，1995年度から雇用保険の一部に含まれるようになった。
表 2-2 全世帯の平準化係数（社会保障移転と所得税）の推移と
その内訳（1980-96年度）
（単位：％，カッコ内は割合)
年度
平準化係数（社会保
障移転＋所得税）
社会保障移転 所得税
1980 19.0（100.0) 13.3（70.2) 5.7（29.8)
1981 19.7（100.0) 13.7（69.8) 5.9（30.2)
1982 22.1（100.0) 15.9（72.0) 6.2（28.0)
1983 22.9（100.0) 16.6（72.2) 6.4（27.8)
1984 23.5（100.0) 17.1（72.7) 6.4（27.3)
1985 23.2（100.0) 16.7（72.2) 6.4（27.8)
1986 23.1（100.0) 16.7（72.2) 6.4（27.8)
1987 23.7（100.0) 16.7（70.3) 7.1（29.7)
1988 24.3（100.0) 16.8（69.3) 7.5（30.7)
1989 23.6（100.0) 16.3（68.8) 7.4（31.2)
1990 25.1（100.0) 17.2（68.6) 7.9（31.4)
1991 26.5（100.0) 18.7（70.5) 7.8（29.5)
1992 27.5（100.0) 19.8（71.9) 7.7（28.1)
1993 28.0（100.0) 20.3（72.7) 7.6（27.3)
1994 28.5（100.0) 20.4（71.6) 8.1（28.4)
1995 27.6（100.0) 19.5（70.6) 8.1（29.4)
1996 27.3（100.0) 19.1（69.9) 8.2（30.1)
（出所） 表 2-1 に同じ。
あるという13)。87年税制改革では，税率を引き下げる代わりに租税特別措置の削減や廃止に
より所得税の課税ベースを広げた結果，所得税による再分配が機能したことになる。また
Statistics Canada（2003）によれば，2003年度から2004年度にかけての課税後の所得分布は
変化せず，また1997年度から2003年度の全世帯の課税後の所得分布もほとんど変わらなかっ
た14)ことから，87年税制改革後数年で最も所得税による再分配がみられたのである。
�．改革後の所得階層別所得税負担構造分析�──87年白書との比較から
ここ�では，所得階層別所得税負担について，87年白書と比較検討しながら分析を行う。
具体的には，所得税負担率，�人当たり所得税額，所得税の累進性，高齢者に対する所得税
負担の影響等々である。
3-1 所得階層別所得税負担率と負担割合
87年白書では，所得税に関する議論が行われた。その中に所得階層別の推計はあるもの
の，実際の所得税負担の実態は明らかにされていないため，ここでは，87年税制改革の影響
について考えていこう。87年白書によれば，改革直後の1988年度連邦及び州個人所得税の納
税世帯は，1,072万世帯と推計され，そのうち①�万5,000ドル未満，②�万5,000-�万ドル，
③�万-�万ドル，④�万-10万ドル，⑤10万ドル以上の所得階層別世帯は，それぞれ286万
世帯，331万世帯，257万5,000世帯，174万世帯，23万5,000世帯に分類される。その中で，税
制改革に伴い1988年度に増税となる世帯は，それぞれ① 33万5,000世帯，② 33万5,000世帯，
③ 44万世帯，④ 35万5,000世帯，⑤�万5,000世帯の計153万世帯になる。一方で減税世帯は，
それぞれ① 231万5,000世帯，② 291万世帯，③ 209万世帯，④ 136万世帯，⑤ 17万5,000世
帯，計885万世帯になるという。また，�世帯当たりの増減税額は，それぞれ150万世帯で�
世帯平均665ドルの増税となり，890万世帯では減税の恩恵を受け，�世帯平均475ドルの減
税となる15)。以上，ここでは87年白書の中で出された改革直後の増減税の推計結果を簡潔に
述べた。
87年白書には，次のようなくだりがある。「個人所得税改革は，ほとんどの所得階層にわ
たって減税となる。平均的な連邦/州税の節税（tax saving）額は，�世帯当たり295ドルで
ある。一方で，所得の増加で節税額が増えており，低・中所得者層では，高所得者層に比べ
てより広範囲な減税となる｣16)。�万ドル以上の高所得者層には，減税を上回る増税が見込
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13) 社会保障負担の対 GDP比（1993年度）は，フランス19.6％，ドイツ15.1％，日本9.8％，アメ
リカ8.7％，イギリス6.0％であり，カナダは5.9％にすぎない（Ibid., p. 19）。
14) Statistics Canada (2003), p. 99.
15) Department of Finance Canada (1987a), pp. 37-38；大川（1997），117-118ページ。
まれていた。
これは，本来所得税率の引下げによって減税となる所得層が広がると考えられたのが，租
税優遇措置の拡大で，一部の高所得者層にとっては減税以上に増税となることが見込まれた
からである。
以下では，上で述べた税制改革による所得階層別個人所得税の税負担の動向をみていこ
う。
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16) Department of Finance Canada (1987a), p. 38.
表 3-1 所得階層別及び職業別所得税負担率（所得税
支払額／当初所得額）の推移（1986-88年度）
（単位：％)
年 度 1986 1987 1988
課税申告額
万ドル以下 4.0 3.8 4.3
万-万5,000 8.8 8.8 8.6
万5,000-万 12.4 12.6 11.6
万-万5,000 14.5 14.9 13.7
万5,000-万 16.2 16.6 14.9
万-万5,000 17.8 18.1 16.8
万5,000-万 19.0 19.5 18.7
万-万5,000 20.1 20.6 20.2
万5,000-万 21.1 21.5 21.4
万-10万 23.1 23.7 23.4
10万以上 30.2 33.2 29.9
合 計 17.3 18.1 18.1
主な所得の源泉
給与 18.0 18.8 18.7
農業 11.5 12.4 12.8
漁業 17.6 18.4 17.0
事業（専門職) 25.1 27.1 25.4
事業（販売) 16.3 17.2 16.8
ビジネス
パートナーシップ
14.5 15.3 15.5
投資 15.2 17.0 16.4
資産所有 17.0 17.6 17.2
年金 10.6 11.2 11.7
未分類 11.8 13.0 13.4
合 計 17.3 18.1 18.1
（出所） Revenue Canada（1988），p.257；（1989），p.257；（1990），
p.253より作成。
87年白書では，低・中所得者層を減税対象とし，高所得者層には増税を求めているが，実
際に所得税負担率はどのように変化したのであろうか。表 3-1 は，1986年度から88年度にか
けての所得階層別及び職業別所得税負担率（所得税支払額/評価所得額17)）の推移を表して
いる。この表から，�万ドルから�万ドルまでの低所得者層及び�万-�万ドルまでの中所
得者層では減税となっており，これは87年白書の狙いどおりに推移した。他方では，白書の
狙いと裏腹に�万-10万ドル，10万ドル以上の高所得者層でも所得税負担率の低下がみられ，
特に10万ドル以上では増税でなく，かなりの減税となったことが明らかにされる。負担率の
上昇は，むしろ最低所得者層において顕著にみられた。
表 3-2，表 3-3 は，所得階層別連邦個人所得税負担割合を表している。表 3-2 は，87年白
書の予測値であり，表 3-3 は Revenue Canadaより算出した実測値である。所得階層間の個
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17) 評価所得額とは，当初所得額を表す。
表 3-2 所得階層別連邦個人所得税負担割合（87年白書，1988年度)
（単位：％)
連邦所得税の負担割合
納税者数の割合 税制改革前 税制改革後
課税申告額
�万5,000ドル未満 46.7 1.6 1.3
�万5,000-�万 28.7 25.2 24.0
�万-�万 18.2 38.3 38.5
�万-10万 5.5 22.8 23.8
10万以上 0.8 12.1 12.4
合 計 100.0 100.0 100.0
（出所） Department of Finance Canada (1987a), p. 28.
表 3-3 所得階層別連邦個人所得税負担割合（1988年度)
（単位：％)
連邦所得税の負担割合
納税者数の割合 税制改革前 税制改革後
課税申告額
�万5,000ドル未満 25.7 4.8 3.9
�万5,000-�万 40.0 25.7 22.5
�万-�万 24.8 35.9 34.1
�万-10万 8.1 19.9 22.8
10万以上 1.4 13.7 16.7
合 計 100.0 100.0 100.0
（出所） 表 3-1 に同じ。
人所得税の負担分布は87年税制改革後にどのように推移したのかを考えていこう。87年白書
では，低・中所得者層には所得税減税，高所得者層には所得税の増税を意図していた。つ
の表から明らかになったのは，以下の点である。第に，87年白書の推計では万5,000
ドル未満の納税者数の割合が最大であったが，実際には万5,000-万ドル層であったこと
である。第に，万5,000ドル未満の割合は，87年白書と筆者の実測値と異なり，全体の
25％程度を占めたことである。第に，万-10万ドル，10万ドル以上の高所得者層におい
て筆者の求めた数値では，87年白書の推計より税制改革前後の割合は大きくなったことであ
る。とりわけ万5,000-万ドル層では，所得税負担割合は大きく低下した（表 3-4）。
上で行った分析では，万5,000-万ドルにおいて負担割合の低下をみたが，その内訳を
みるとその所得の範囲内でほぼ均等に低下していることが明らかとなった。その傾向は，
万-万ドルの所得層で異なり，所得層が上がるにつれて改革後の負担割合の低下は小さく
なり，高所得層に近づくにつれ負担割合の上昇が大きくなっている。
この理由は，先に述べたように高所得者ほど租税特別措置の優遇を受けており，それらを
廃止又は縮小することにより，他方で所得控除から税額控除への転換により，高所得者にと
っては所得税負担の増加を伴う税制改革となったからである。換言すると，白書の狙いにあ
る所得階層別の所得課税に関する垂直的公平性は，税制改革後に強化されたのである。
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表 3-4 所得階層別所得税負担割合の推移（1986-88年度)
（単位：％)
年 度 1986 1987 1988
課税申告額
万ドル以下 1.1 1.0 0.7
万-万5,000 4.4 3.9 3.2
万5,000-万 7.7 6.9 5.9
万-万5,000 9.7 9.0 8.0
万5,000-万 10.4 9.8 8.6
万-万5,000 11.0 10.4 9.3
万5,000-万 10.0 10.0 9.3
万-万5,000 8.4 8.6 8.5
万5,000-万 6.5 6.9 7.0
万-10万 18.5 19.9 22.8
10万以上 12.2 13.7 16.7
合 計 100.0 100.0 100.0
（出所） 表 3-1 に同じ。
3-2 所得階層別人当たり所得税額と累進性
個人所得税負担割合は，87年税制改革によって高所得者層ほど高まったことを先に述べた
が，人当たりの所得税額はどのように推移したのかを以下で考えよう。
表 3-5 は，1986年度から1988年度にかけての所得階層別人当たり所得税額の推移を表し
ている。先に検討したように，最低所得者層で増税となり，高齢者の一部の所得層では増税
となったために合計では増税であるが，所得階層別の人当たり所得税額平均でみると，大
方等しい額の所得税額かあるいは所得減税となった層が多い。
ここで表 3-5 の特徴を述べると，1986年度から1988年度の所得階層別人当たり平均の納
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表 3-5 所得階層別人当たり納税額の推移（1986-88年度)
（単位：ドル)
年 度 1986 1987 1988
課税申告額
万ドル以下 30 29 35
万-万5,000 110 110 108
万5,000-万 216 220 202
万-万5,000 326 333 307
万5,000-万 444 454 408
万-万5,000 576 586 545
万5,000-万 709 729 699
万-万5,000 851 871 856
万5,000-万 999 1,017 1,013
万-10万 1,461 1,490 1,478
10万以上 5,599 6,394 6,222
合 計 433 472 525
主な所得源泉
給与 464 504 550
農業 252 275 312
漁業 398 455 437
事業（専門職） 1,501 1,585 1,729
事業（販売） 389 445 484
ビジネス
パートナーシップ
282 307 365
投資 499 612 655
資産所有 490 517 562
年金 188 202 251
未分類 150 180 219
合 計 433 472 525
（注） この表では，所得税額控除を含むが，GST 税額控除を含ん
でいない。
（出所） Revenue Canada（1988），p.257；（1989），p.257；（1990），
p.253より作成。
税額と所得源泉別の納税額が一致していることである。次に，表 3-5 上段の�人当たり平均
納税額の合計が増えているにもかかわらず，87年税制改革後の所得階層別にみると，納税額
はほぼ等しいか減少している所得層が多い。これは，87年税制改革によって納税者数と所得
税の支払総額が大きく変化したことによる。87年税制改革後の納税者数は，21万9,910人と
大きく減少した。一方で所得税額は，6,128万ドル増加した。その結果，�人当たりの平均
納税額は増大したのである。
また1986年度から1987年度，1987年度から1988年度にかけての�人当たり平均納税額の所
得税の増加率をみると，�万ドル以下以外の所得層で87年税制改革前の増加率が高い。要す
るに，一見87年税制改革前より納税額が増えているようにみえるものの，増加率でみると，
実際87年税制改革後に納税額が増えたとは言えないのである。
次に，表 3-5 下段は，所得源泉別の�人当たりの平均納税額を表している。投資所得及び
事業所得とりわけ専門職は，複数の租税特別措置の整理によって増税と見込まれており，こ
の表から明らかに増税となったことが分かる。これは，それらを加え資産所有，ビジネスパ
ートナーシップ等々の企業関連への課税を強化したためである。また表 3-5 の上段と同様
に，1986年度から1987年度，1987年度から1988年度にかけての�人当たり平均納税額の所得
税の増加率をみると，給与所得，農業所得，事業所得（専門職），ビジネスパートナーシッ
プ，資産所有所得，年金所得において，87年税制改革前より後の方が高く，所得税負担の増
加は大きい。
次に，87年税制改革による連邦及び州個人所得税の平均的変化を考えていこう。筆者の推
計は Revenue Canada（1989，1990）を用いて算出したものである。87年白書は，世帯数及
び人数を比較し，連邦及び州の個人所得税を対象としている18)が，筆者の推計は連邦のみの
個人所得税の動向を比較している点で，87年白書とは異なる。87年白書では，世帯数と連邦
及び州の個人所得税を用いており，本稿と比較の対象が異なる。しかし，州の個人所得税額
は連邦の所得税額に州の所得税率を乗じて算出するが，州の所得税率は各州により異なって
いる。その税率幅は，アルバータ州の最小46.5％からニューファンドランド州の60.0％まで
あるものの，この間州所得税率を若干変更したのは，�州に限られる。そのため，87年税制
改革後の所得税負担の変化は，主に連邦所得税の税額の変化と考えて差し支えないであろ
う。
87年白書では，1,072万世帯全体で約300ドルの減税を見込んでいた19)が，上の資料を使っ
た筆者の推計結果によると，実際には1,284万人で528ドルの増税となっている。これらの理
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由を以下で検討する。
第�に，様々な控除に対して引下げ及び廃止が行われたためである。その理由が，87年白
書に書かれており，それらは①生涯キャピタル・ゲインの利用制限，②租税回避（tax
shelters）の削減，③配当税額控除の縮小であり，これらは高所得を得る納税者を増やすた
めに実施されたのである。また，増税となる所得階層に含まれる人は，投資及び事業からの
所得が大半を占めており，それらの人に適用された①自家用車，②自宅兼事務所，③交際
費，④その他，に係る控除が縮小されたため20)，である。
第�に，累進性の強化がなされたためである。87年白書には，税制改革は，税制の累進性
を強め，�万ドル以上の所得をもつ納税者を増やし，他方で�万ドル以下の所得層の納税割
合を下げる，と述べられている。また，全ての所得階層は，個人所得税改革により全体で減
税となり，とりわけ低・中所得者層の国民は，最も大きな減税の恩恵を受ける21)，と結んで
いる。さて，実際に累進性の強化は行われたのか，以下で検討しよう。
林（1987b）は，ジャック係数を用いて累進度を計測している。「ジャック係数というの
は，所得累積比率と租税負担累積比率のローレンツ曲線を描き，それと対角線とによっては
さまれた部分の面積の大きさを表わしたものであり，（中略）この値が負であれば逆進的な
負担を表し，また値が正であれば累進的な負担を表し，値が大きくなればなるほど累進度が
強まることを示している｣22)。
では，実際にジャック係数を求めてみよう。表 3-6 は，1987年度から1988年度にかけての
ジャック係数の推移を表している。表の�列目は，87年白書の予測値であり，�列目及び�
列目は Revenue Canadaを基に算出した筆者の実測値である。分析は，筆者の実測値で行
う。この表から，10万ドル以上の所得層で0.002，�万-�万ドル及び�万-10万ドルの所得
層におけるジャック係数は，0.007上昇していることが分かる。一方で，�万5,000ドル未満
の所得層においては0.001低下した。要するに，87年税制改革は，�万ドル以上から10万ド
ルまでの中・高所得者層において，より所得税の累進性が強化されたのである。但し表 3-6
の全体では87年税制改革後，むしろジャック係数の低下を招いている。これは，先に述べた
ように納税者数の減少，�人当たり所得税額の増加の影響とみられる。この数値は，平均値
をとっており，87年税制改革後に所得税額が増加した人もいれば，そうでない人もいる。表
3-5 で検討したように，1986年度から1987年度，1987年度から1988年度を比較した場合，必
ずしも後者の所得税負担の増加率が高まったとは言えない。そのため，全体の平均値をとれ
カナダの1987年所得税改革後の所得階層・世代別租税負担構造の変化(広瀬)2014 399
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21) Ibid.
22) 林（1987b），27-28ページ。ジャック係数の算出方法は，林（1987b）を参照されたい。
ば，ジャック係数は低下したことになる。
さらに表 3-2 で検討したように，納税者全体の1/2程度を所得下位層である万5,000ドル
未満の所得層が占めている。この層に対して所得課税が強化され，他方の所得上位層で累進
性が強化されたものの相殺されず，所得階層別でなく全体としてみた場合にジャック係数は
低下したのである。
上記の結果から，所得階層別にみると，万ドル以上の所得層において個人所得税の累進
性は強化されたことになる。では，どのようにして累進性が強化されたのかをここで考えて
いこう。87年税制改革では，高所得者層にとって有利な，①配当税額控除は33％から25％
に引き下げられた上に，②利子・配当所得控除は廃止され，さらに先に述べた③キャピタ
ル・ゲインの課税所得の算入割合を1/2から2/3へ引上げたために所得課税ベースの拡大が図
られ，所得税の累進性は高まったのである。
しかし，他方で万5,000-3万ドルの所得層のジャック係数は変化せず，また万5,000ド
ル未満の所得層の最貧困層では，むしろ数値の低下を招いたことから，87年税制改革は，こ
の層に対して累進性が強化されたと言えず，これを緩和するには還付付き GST 税額控除の
役割が重要となる23)。連邦政府は所得税だけでなく税制全体で税負担の緩和を考えているの
である。
以下では，高齢者について検討する。
3-3 高齢者に対する所得税負担の影響
ここでは，高齢者の個人所得税負担に対する税制改革の影響をみていこう。87年白書で
は，高齢世帯の120万世帯に対して減税効果を与える，という。では，実際に87年白書の予
測値と筆者の実測値を比較検討する。
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表 3-6 所得税の累進度，ジャック係数の推移（1987-88年度)
課税申告額 87年白書 1987 1988
万5,000ドル未満 0.001 0.002 0.001
万5,000-万 0.008 0.012 0.012
万-万 0.012 0.015 0.022
万-10万 0.005 0.005 0.012
10万以上 0.008 0.001 0.003
全 体 0.967 0.965 0.951
（注） 1987年度，1988年度は，筆者の実測値である。
（出所） 表 3-1 に同じ。
表 3-7及び表 3-8 は，87年税制改革による高齢者の連邦及び個人所得税負担の変化を表し
ている。表 3-7 が87年白書の予測値であり，表 3-8 は筆者の推計結果である。つの表で大
きく異なるのは，87年白書では高齢世帯全体で減税となるはずであったが，筆者の推計では
カナダの1987年所得税改革後の所得階層・世代別租税負担構造の変化(広瀬)2014 401
表 3-7 1987年税制改革による高齢者の連邦所得税負担
の変化（87年白書，1988年度）
（単位：万世帯，ドル，％)
世 帯
世帯数 平均変化額 税額変化率
課税申告額
万5,000ドル未満 40.5 ▲ 160 ▲ 35.4
万5,000-万 60.5 ▲ 350 ▲ 16.6
万-万 26.5 ▲ 265 ▲ 4.4
万-10万 11.5 ▲ 165 ▲ 1.2
10万以上 3.5 ▲ 1,465 ▲ 2.6
合 計 142.5 ▲ 290 ▲ 6.3
（出所） Department of Finance Canada (1987b), p. 38.
表 3-8 1987年税制改革による高齢者の連邦所得税負担
の変化（1988年度）
（単位：万人，ドル，％)
65-74歳
世 帯
人 数 平均変化額 税額変化率
課税申告額
万5,000ドル未満 20.9 57 14.9
万5,000-万 41.5 ▲ 226 ▲ 10.1
万-万 14.9 ▲ 162 ▲ 2.6
万-10万 5.8 233 1.7
10万以上 1.7 ▲ 1,845 ▲ 2.8
合 計 84.9 795 22.4
75歳以上
世 帯
人 数 平均変化額 税額変化率
課税申告額
万5,000ドル未満 12.6 ▲ 11 ▲ 27.5
万5,000-万 18.1 ▲ 119 ▲ 52.2
万-万 5.4 ▲ 308 ▲ 48.1
万-10万 2.5 268 74.5
10万以上 9.0 1,222 134.1
合 計 39.6 181 1,565.6
（出所） Revenue Canada（1989），pp.252-254；（1990），pp.248-250よ
り作成。
実際にはそのようにならず，増税となる層がみられた点である。この理由を以下で考察しよ
う。
第�に，�万-10万ドル以上の高所得層では，増税となったのである。これは1,000ドルま
での投資所得控除の廃止及び先に述べた配当税額控除の縮小24)による所得に係る課税ベース
拡大の影響である。
第�に，65-74歳，75歳以上の�万5,000ドル未満の層で一部増税となったが，これは新た
な人的税額控除，高齢者に対する税額控除，年金所得控除により所得税負担の緩和を意図し
た25)ものの，一部の層には行き渡らなかったためである。
3-4 水平的公平性及び所得源泉別増減税
ここでは，水平的公平性について検討する。87年白書では，個人所得税制の中に多くの租
税優遇措置が認められており，そのため課税ベースが侵食され，同じ所得にある納税者間の
不公平さを助長していることを問題視している。また87年白書は，それを是正するために減
税世帯には連邦/州所得税の平均税率を引き下げ，他方の増税世帯にはそれを引き上げるこ
とで水平的公平性を保とうとしている（表 3-9）。
所得が同じであり，かつ課税ベースが同一であれば，納税額は等しくなる。しかし，87年
税制改革前の個人所得税制には多くの租税優遇措置が存在した。そのため，87年税制改革で
は，①あらゆる租税優遇措置の縮小又は廃止，②現在所得税を多く納めている所得層に対
しては税率を引き下げる。一方で所得税を十分納めていない層に対しては，税率を引き上げ
ることで両者の税率幅を縮小する。これで同一所得間では等しい納税額となり，同一所得間
の水平的公平性は保たれると考えたのである。
また87年白書では，減税世帯に対して大幅な税率引下げを行った。その最大の下げ幅は，
10万ドル以上の高所得層に対して行われ（下げ幅 1.7ポイント），一方で増税は�万5,000ド
ルの低所得層に対して行われた（上げ幅 2.5ポイント）。
例えば，年収�万ドルの給与所得者と自営業者とがいたとしよう。給与所得者に比べ自営
業者の租税優遇措置が多く存在するため，後者の納めるべき所得税が納付されていない。そ
こで87年税制改革では，10項目にわたる各種控除は縮小又は廃止になったのである。その結
果，課税ベースの侵食は小さくなり，また表 3-9 のように税率幅を狭めることで，納税者の
水平的公平性を達成しようと考えたのである。
次に，87年白書では所得源泉別に増減税が考えられていた。それらを以下で検討しよう。
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87年白書には，以下のような文章がある。「給与や賃金から多くの所得を得る給与所得者は，
減税となり，投資あるいは事業から所得を得る人は，平均して増税となる。一方で，投資所
得では，以前より賃金及び給与所得より相対的に課税の割合が高まるが，配当及びキャピタ
ル・ゲインは今もなお租税特別措置の優遇を受けられる26)。」
以下では，給与所得者と投資及び事業所得者の所得税負担の実態について考察する。先の
全世帯の分析で述べたように，投資及び事業所得者には高額所得者が多く，これらの所得者
の多くに適用される租税優遇措置を廃止又は縮小することにより，個人所得税の課税ベース
は拡大され税収増が見込まれていた。従って，投資及び事業所得者は，増税されることにな
る。他方で減税となるのは，給与所得者である。これは，税の捕捉の問題に加え，各種控除
による高所得者に対する所得控除の割合は大きく，高所得者ほど租税支出便益を受けている
ために所得階層及び異なる所得源泉での税の不公平問題を是正しようというものである。こ
れらの結果を表したのが，表 3-10及び表 3-11 である。これらの表から，次のことが分か
る。給与所得者は�人当たり285ドルの減税となるはずであったが，実際には87年白書の意
図と異なり，46ドルの増税となってしまった。投資及び事業所得者では，87年白書の予想の
�人当たり65ドルから，実際には59ドルの税額にとどまった。
理由は，以下のとおりである。給与所得者に関しては，�で述べたように所得控除から税
額控除への転換が行われたために，�万ドル以上の所得層において納税額が増えたのではな
いかと考えられる。また，納税者数の減少に伴い，�人当たり所得税額が増大したためであ
る。さらに給与所得者は，納税者数の半数以上を占めるからである。表 3-5 で検討したよう
に，87年税制改革後の所得納税額の増加率が高かったことも理由のひとつに考えられる。
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表 3-9 連邦／州所得税率の平均的な税率縮小（87年白書，1988年度)
（単位：％)
減税効果の世帯 増税効果の世帯
改革前連邦／
州平均税率
改革後連邦／
州平均税率
改革前連邦／
州平均税率
改革後連邦／
州平均税率
課税申告額
�万5,000ドル未満 7.1 5.7 6.9 8.6
�万5,000-�万 14.7 12.9 9.3 11.0
�万-�万 19.7 18.5 16.6 17.7
�万-10万 24.3 23.3 20.1 21.2
10万以上 33.8 31.1 21.5 23.2
合 計 20.5 19.0 17.3 18.6
（出所） Department of Finance Canada (1987a), p. 40.
投資所得について，生涯キャピタル・ゲインの利用制限や非課税限度額を50万ドルから10
万ドルへの引下げ，配当税額控除比率の縮小，利子・配当所得控除の廃止，等々の影響であ
る。
事業所得者については，先述のとおり租税優遇措置が縮小又は廃止されたことと，また事
業所得者にとって有利な控除の引下げや廃止が行われたこと，等々が理由であろう。
表 3-10 と表 3-11 は，87年白書と筆者の実績値を比較したものであるが，これまでの分析
結果のようにつの表を単純に比較しただけでは十分に所得税負担を解明できていない。そ
のため，これまで検討した複数の表にまたがって分析を行う必要があろう。
．世代別にみた公平性
ここでは，87年所得税改革後の世代別の垂直的公平性の分析を平準化係数とカクワニ係
数を使って行う。分析の際，表現を簡略化するために25歳未満を青年層，25-64歳を中高年
層，65歳以上を老齢層とする。また課税所得万ドル未満を低所得者層，同万ドル以上を
高所得者層，万-万ドル未満を中間所得者層とする。
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表 3-10 1987年税制改革による所得源泉別連邦及び州納税者の全般的影響
（87年白書，1988年度）
（単位：万人，％，ドル)
所得源泉 影響を受ける納税者数
所得に占める平均的
連邦/州税割合
税制改革による
税額の変化
改革前 改革後 税 額
賃金及び給与 1,005.5 20.1 19.0 ▲ 285
その他 208.3 15.4 15.6 65
（注） その他には，事業所得（専門職・販売）及び投資所得が含まれる。
（出所） Department of Finance Canada (1987a), p. 41.
表 3-11 1987年税制改革による所得源泉別連邦納税者の全般的影響（1988年度)
（単位：万人，％，ドル)
所得源泉 影響を受ける納税者数
所得に占める平均的
連邦所得税割合
税制改革による
税額の変化
改革前 改革後 税 額
賃金及び給与 977.7 18.8 18.7 46
その他 89.2 19.7 18.9 59
（注） その他には，事業所得（専門職・販売）及び投資所得が含まれる。
（出所） Revenue Canada（1989），p.257；（1990），p.253より作成。
4-1 世代別の垂直的公平性の分析
まず，平準化係数を用いて世代別の垂直的公平性の分析を行う。
1986年度，1987年度の納税者数はそれぞれ1,253万7,640人，1,306万3,800人，1,284万3,890
人に変わった。1986年度から1987年度にかけての人数の差を算出すると，52万6,160人増加
したのに対して，87年所得税改革後の1987年度から1988年度にかけては21万9,910人減少し
ている。
次に，1986年度から1988年度にかけての当初所得を表す評価所得の推移について検討す
る。1986年度から1987年度にかけての評価所得の人当たりの増加率が，1.08倍であるのに
対して1987年度から1988年度のそれは1.10倍である。さらに評価課税所得の推移を述べる。
1986年度から1987年度にかけての評価課税所得の人当たりの増加率が，1.09倍であるのに
対して，1987年度から1988年度のそれは1.56倍である。上で述べたように，1987年度から
1988年度にかけては納税者数が減少しているのに対して，評価課税所得は多くなっている。
人当たりの納税額が増えていると考えられる。なお，評価所得及び評価課税所得に社会保
障移転分は含まれていない。これまでも検討したように，87年税制改革後の納税者数の減少
と人当たりの納税額の増加が，複雑な分析結果を生み出している（表 3-1，表 3-4，表
3-5，表 3-6，表 3-11）。
当初所得に比べ，評価課税所得の方が87年所得税改革の効果をみるうえで課税ベースの変
更がより多く反映されるので，ここでは評価課税所得を分析に用いる。そこで納税者数の減
少と人当たりの所得納税額が増えた理由を述べる。前者について説明すると，先に述べた
ように課税最低限の引き上げや所得控除から税額控除への転換を行ったことで，課税対象か
ら外れた所得層が増えたためである。また後者について述べると，租税優遇措置の縮小・廃
止による課税ベースの拡大によって，人当たりの所得税額が増えたからであると考えられ
る。
ここでは，世代別の所得分配の不平等度を明らかにするために平準化係数を使って分析を
行う。図 4-1 は，1986年度から1988年度にかけて世代別の平準化係数の推移を表している。
この表から明らかになることは，以下の点である。
第に，1986年度や1987年度に比べると，1988年度の平準化係数はより高まっている。つ
まり，87年所得税改革後の所得税による再分配効果は大きくなったのである。
第に，87年税制改革後の平準化係数の高まりは，どの世代においてみられたのかを考察
する。1986年度や1987年度に比べ，青年層，中高年層，老齢層の各世代で1988年度の平準化
係数の高まりがみられるが，とりわけ25歳未満の青年層及び65歳以上の老齢層においてその
傾向が窺える。これらの層において平準化係数の高まった理由を考えてみよう。青年層の平
準化係数の上昇は，既に述べたように青年層の多くが単身者であり，また低所得者であるこ
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とが多い。所得控除から税額控除への変更や課税最低限の引上げがそれに影響したためだと
考えられる27)。
87年所得税改革後の老齢層の平準化係数の高まった理由を述べると，この高まりは所得控
除から税額控除の変更によって①年金所得課税が強化されたため，②裕福な高齢層の持つ
投資所得に課税が強化されたため，である。
4-2 世代別の垂直的公平性の分析
次に，カクワニ係数を用いて世代別の垂直的公平性の分析を行う。「カクワニの指標は次
のようにして求められる。まず，課税前所得について，ローレンツ曲線を描く。45度線とロ
ーレンツ曲線で囲まれる面積の倍が課税前所得のジニ係数（Gb）である。次に，税額の
集中曲線を描く。集中曲線と45度線で囲まれた面積の倍が税額の集中係数（C）である。
カクワニは租税の集中係数と課税前のジニ係数差（C-Gb）で累進度を定義した。これが，
カクワニ指標と呼ばれているものである｣28)。カクワニ係数は，租税の累進度を測定する尺
度として用いられる29)。
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28) 山下（1999），68ページ。
図 4-1 世代別平準化計数の推移（1986-88年度)
（出所） Revenue Canada（1988），pp.242-254；（1989），pp.242-254；（1990），pp.238-250より作成。
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まず，各年度全体のカクワニ係数を述べると，1986年度では0.08582，1987年度で
0.08877，1988年度には0.19513となり，1988年度に数値は大きくなり，倍率は，それぞれ
1986年度と1987年度，1987年度から1988年度に比べ，1.03倍から2.27倍へと上昇した。要す
るに，87年税制改革によって所得税の累進度が相当高まったのである。
次に，世代別に分けて87年税制改革後のカクワニ係数の推移をみてみよう。87年税制改革後
の1988年度に青年層，中高年層，老齢層の全ての世代においてカクワニ係数の数値の上昇が
みられる。
ところで，どの年齢層で数値の変化がみられたのかを，以下で詳しく考えよう。図 4-2 は
1986年度から1988年度にかけての世代別評価課税所得のカクワニ係数の推移を表している。
1986年度には，後期中高年層30)を除いた各年齢層で比較的低い数値を表していたが，1987年
度には，後期中高年層でかなりの低下及び老齢層において緩やかな上昇をみた。1988年度に
は，全体として大きく変動し，青年層と老齢層で上昇したが，とりわけ老齢層は顕著であっ
た。これは，青年層及び中高年層に比べ老齢層間での垂直的公平性が大きく達成されたこと
を表している。
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29) 橋本（2009），ページ。
30) 後期中高年層とは，55歳から64歳を指す。
図 4-2 世代別評価課税所得のワクワニ計数の推移（1986-88年度)
（出所） 図 4-1 に同じ。
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また1986年度にカクワニ係数が大きく上昇しているが，これは投資所得及び年金所得の大
幅な増加により納税額が増え，一時的に上昇したものと推測される。
さて，ここで87年税制改革後の1988年度に青年層においてカクワニ係数が大きく上昇した
理由を考えよう。これは，先に述べたように青年層には単身者が多く，かつまた低所得者で
あることが多いためである。所得控除から税額控除の変更が，青年層により有利に作用した
のである。これは，青年層の�人当たり所得納税額の変化から確認できる。青年層の中で87
年税制改革後に所得税額が減少した所得層は，�万ドル以上から�万ドルまでの低・中所得
層を中心においてみられるからである。
次に，87年税制改革後の1988年度に，他の世代に比べ老齢層でカクワニ係数のかなりの上
昇がみられるが，理由は，以下のように考えられる。
第�に，これまであまり課税されなかった老齢層の投資所得に課税が及んだことである。
岩﨑（2008）によると，1981年におけるカナダの高齢者の所得源泉は，①老齢所得保障
（Old Age Security：OAS）（34.0％），②投資所得（26.9％），③退職年金（12.3％），④
勤労所得（12.1％）⑤その他（14.7％）の順であるという31)。カナダの高齢者の所得源泉
の中で，投資所得は�番目に大きい割合である。87年所得税改革で投資所得に対する租税優
遇措置が縮小ないし廃止されたため，その影響が老齢層に及んで，この層のカクワニ係数が
上昇したのである。
第�に，先に述べたように，①高齢者の所得源泉の�番目は勤労所得であること，②所
得控除から税額控除に変更されたことにより，高所得層の高齢者間で OASへの課税や退職
年金への課税が強化されたこと，等々であろう。
ところで，同一所得間において株式等の金融資産を持てる高齢者と持たざる高齢者，勤労
所得を得る働く高齢者と退職年金を得る働かざる高齢者がそれぞれおり，同一所得間の高齢
者の所得は千差万別である。
87年所得税改革は，平準化係数とカクワニ係数を用いた分析の結果，特に老齢層（世代）
と青年層（世代）の垂直的公平性を高めたが，同時にそれらの層の水平的公平性も高めたの
ではないかと考える。というのは，87年所得税改革の所得控除から税額控除への転換は，各
種所得控除の違いによる同一所得者間の水平的不公平性を若年低所得層で大きく減らしたか
らである。また今まで課税されていなかった富裕層の投資所得に，租税優遇措置の縮小・廃
止によって課税が及び，投資所得以外の所得との間の水平的不公平性を特に高齢層で大きく
減らしたからである。
ところで，87年白書にある狙いはどの程度達成できたのであろうか。所得控除から税額控
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31) 岩﨑（2008），160ページ。
除への転換によって，白書に挙げられている85万人の低額の納税者は連邦の所得税を納めず
に済んだのであろうか。結果は連邦の所得税を納めずに済む人は目標の85万人には届かなか
ったものの，75万60人が所得税の納税の対象外になったのである。
また87年白書においては，所得税制の垂直的不公平性及び水平的不公平性の是正が課題の
ひとつであった。87年税制改革後，各世代において平準化係数の上昇がみられたことから，
前者の課題については，達成されたのである。また87年所得税改革後に同一所得内で同じ年
齢層，とりわけ青年層及び老齢層で垂直的公平性が高められたのと同じ理由で水平的公平性
も高められたと考える。かくして，87年白書の所得税改革による不公平性是正の狙いはかな
り実現できたと考える。
お わ り に
以下では，87年白書に述べられた推計と本稿の分析結果を比較し，総括を行う。
87年税制改革による①課税最低限の引上げ，②所得控除から税額控除への転換，③税率
のフラット化及び課税ベースの拡大，による所得再分配，所得税負担の影響，累進性はどの
ようになったのかを考察した。
本稿の分析結果によれば，所得課税後のジニ係数の低下や所得税の平準化係数の上昇によ
り経済的不平等は是正され，所得税による所得再分配機能は強化されたと考えられる。次
に，全世帯の所得階層別に所得税負担率を計算したところ，全体として負担率の低下がみら
れた。また87年白書の予測値と筆者の実測値を比較検討した。その結果，所得税減税は87年
白書ほどの減税額にならなかったものの，減税は広く行き渡っており，各個人は所得税減税
の影響を受けたと言える。とりわけ87年白書では，低・中所得者層の減税を謳い，一方で高
所得者に対する増税を意図していたために，前者の目標はある程度達成できたと考えられ
る。
他方，後者に当たる所得の高い層では，所得税負担割合の増加から一部増税となってい
る。これは，どのようにして行われたのであろうか。
第に，所得税に係る課税ベースを侵食していた各種控除の廃止又は縮減をしたことであ
る。例えば，生涯キャピタル・ゲインの非課税限度額は10万ドルに引き下げられ，配当税額
控除は縮小され，事業主に適用される自家用車や交際費等，複数の控除が見直しの対象とさ
れ，削減されたのである。
第に，高齢者に対しては減税を見込んでいたが，実際には高齢者の中で減税となった人
もいれば，増税となった人もいた。減税対象者は，新たな人的税額控除，高齢者に対する税
額控除，年金所得控除等々によりそれらの恩恵を受けたが，裕福な高齢者に有利な投資税額
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控除の廃止，利子・配当所得控除の廃止等々の租税優遇措置の縮減で課税ベースが拡大さ
れ，課税が強化されたのである。
第�に，87年白書では水平的公平性の確保が述べられており，事業所得者にとって有利
な，例えば自動車費（Automobile Expenses）などの租税優遇措置を縮小することあるいは
廃止することを行い，投資所得者に対しては，先に述べた投資税額控除の廃止，利子・配当
所得控除の廃止等で同一所得内の水平的公平性の維持を目指した。さらに87年税制改革で
は，減税世帯には税率を引き下げ，増税世帯では税率を引上げることで対応したのである。
第�に，世代別の垂直的公平性について平準化係数を用いて分析を行った。その結果，87
年所得税改革により所得税は青年層，中高年層，老齢層の各世代において累進的な租税構造
になったことを明らかにした。とりわけ平準化係数は，青年層や老齢層において高い数値を
示した。この数値の高まりは，青年層では所得控除から税額控除への変更や課税最低限の引
上げが影響したと考えられる。老齢層では，租税優遇措置の縮小及び廃止の影響が出たと考
えられる。租税優遇措置の縮小及び廃止で課税ベースが拡大されたことにより，年金や投資
所得に対する課税の強化がなされたのである。
87年所得税改革は，特に青年層（世代），老齢層（世代）の垂直的公平性を高めたが，同
じ理由でまたこれらの層（世代）の水平的公平性も高めたと考えられる。
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